
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 1

防災気象情報の伝え方の
改善に関する取組状況

資料２



大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により• 大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により
非常に激しい雨が同じ場所で降り続いている状況を「線状降水帯」という
キーワードを使って解説する情報を提供。

• 「特別警報級の台風」、「特別警報の可能性が小さくなりました」という表現を
使用する場合は、今後の降雨や暴風等によってどのような災害が想定されるの
かがより伝わるよう解説を一層強化。

• 降雨や暴風等によってどのような災害が想定されるかがより伝わるよう、平時と
緊急時で伝え方を変えるなど、状況に応じた効果的な解説を一層強化。さらに
台風のように長時間のリードタイムを確保できる現象では、社会の関心が
高まっているタイミングでしっかりと解説。

• 詳細な情報を住民自ら取得してもらえる解説を強化するとともに、安心情報と
誤解されないよう、起こり得る災害や引き続き避難行動が必要とされる状況で
あることの解説を強化。

• 社会的に大きな影響があった現象について検証の実施・公表。

• 大雨特別警報を警戒レベル５緊急安全確保の発令基準設定例として
位置づけるとともに、危険度分布の警戒レベル４相当の紫への一本化・
警戒レベル５相当の黒の新設。

• 高潮氾濫危険情報の警戒レベル5相当への変更及び「災害発生の切迫」を
含めた高潮氾濫発生情報への名称の一本化。

• 避難情報の対象とならない地域への大雨警報・洪水警報等の発表を
抑止する取組の推進。

• 市町村単位の警戒レベル相当情報が発表されたら、地域の状況が災害の
種類ごとに詳細に分かる情報を確認すること、避難情報が発令されていなくても
住民自らが避難行動をとる際の判断の参考としていただきたいことの周知を強化。

防災気象情報の伝え方の改善策と推進すべき取組【概要】
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令和２年７月豪雨の際に線状降水帯による大雨への注意喚起が不十分であったこと、また、令和２年台風第10号の際に「特別警
報の可能性が小さくなった」という表現が安心情報として受け取られた可能性があること、などの指摘があった。
「防災気象情報の伝え方に関する検討会」では、防災気象情報の伝え方について課題を整理し、その解決に向けた今後の改善策
及び中長期的に検討すべき事項についてとりまとめた。

＜改善策と推進すべき取組（短期改善事項）＞

• 警戒レベル相当情報の体系整理及びその伝え方。
• 警戒レベル相当情報を補足する解説情報の体系整理。
• その他の警報・注意報・気象情報の体系整理。

• 大雨警報（土砂災害）の発表手法の抜本的な見直し。
• 暴風・波浪・高潮特別警報の地域別の基準値設定。

＜中長期的な検討事項＞

＜今後に向けて＞

（１）線状降水帯がもたらす降り続く顕著な大雨への注意喚起

（２）顕著な台風等が接近した際の呼びかけ方の改善

（３）防災気象情報の信頼度を維持するために

（４）内閣府SWGを受けた警戒レベル相当情報の見直しなど

警戒レベルを軸としたシンプルでわかりやすい防災気象情報体系へ整理・統合

• 関係機関との緊密な連携のもと、推進すべき取組を実施。 • 中長期的な検討事項を議論する場の設置。

令和３年４月28日報告書より
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線状降水帯がもたらす降り続く顕著な大雨への注意喚起
令和３年提言 改善策（１）
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「顕著な大雨に関する情報」

●背景 ～なぜ始めたのか～
毎年のように線状降水帯による顕著な大雨が発生し、数多くの甚大な災害が生じています。この線状降水帯に

よる大雨が、災害発生の危険度の高まりにつながるものとして社会に浸透しつつあり、線状降水帯による大雨が発
生している場合は、危機感を高めるためにそれを知らせてほしいという要望がありました。

●位置づけ ～情報のコンセプト～
大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常に激しい雨が同じ場所で

降り続いている状況を「線状降水帯」というキーワードを使って解説する情報です。
※ この情報は警戒レベル相当情報を補足する情報です。警戒レベル４相当以上の状況で発表します。

○○地方、○○地方では、線状降水帯による非常に
激しい雨が同じ場所で降り続いています。命に危険が
及ぶ土砂災害や洪水による災害発生の危険度が急激
に高まっています。

大雨災害発生の危険度
が急激に高まっている線
状降水帯の雨域

顕著な大雨に関する情報の例 顕著な大雨に関する情報を補足する
図情報の例顕著な大雨に関する〇〇県気象情報

※ 線状降水帯がかかる大河川の下流部では今後危険度が高まる可能性がある
ことにも留意する必要がある旨、ホームページ等に解説を記述する。

※ 「雨雲の動き」（高解像度
降水ナウキャスト）の例。

※ この情報により、報道機関や気象キャスター等が「線状降水帯」というキーワードを用いた解説がしやすくなることが考えられます。
既存の気象情報も含めて状況を的確にお伝えすることにより、多くの方々に大雨災害に対する危機感をしっかり持っていただくことを期待します。

顕著な大雨に関する情報のコンセプト
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事例 回数 情報発表日時 号数 府県予報区 一次細分区域

1 1 2021/6/29 2:49 1 沖縄本島地方 本島北部
2 2 2021/7/1 8:59 1 東京都 伊豆諸島北部

3
3 2021/7/7 5:09 1 島根県 東部
4 2021/7/7 6:59 1 鳥取県 中・西部

4
5 2021/7/10 3:29 1 鹿児島県（奄美地方除く） 薩摩地方
6 2021/7/10 7:39 2 鹿児島県（奄美地方除く） 薩摩地方

5 7 2021/8/9 10:39 1 島根県 隠岐

6
8 2021/8/12 13:59 1 福岡県 筑後地方
9 2021/8/12 13:59 1 熊本県 熊本地方

7 10 2021/8/13 9:19 1 広島県 北部、南部

8

11 2021/8/14 2:21 1 佐賀県 南部
12 2021/8/14 2:21 1 長崎県 北部
13 2021/8/14 2:49 2 長崎県 南部、北部
14 2021/8/14 5:00 2 佐賀県 南部、北部
15 2021/8/14 5:59 3 長崎県 南部、北部
16 2021/8/14 6:09 1 福岡県 福岡地方

9 17 2021/9/8 11:19 1 徳島県 南部

令和３年における「顕著な大雨に関する情報」の発表実績について

…（参考）大雨特別警報発表事例
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「顕著な大雨に関する情報」の認知度・理解度

約半数の住民が、顕著な大雨に関する情報が線状降水帯について解説する情報であることを理解してい
ない。

気象庁 「住民向けアンケート調査」
あなたは「顕著な大雨に関する情報」を見聞きしたことが
ありますか。

あなたは「線状降水帯」という言葉を見聞きしたことが
ありますか。

５割弱が、「「顕著な大雨に関する情報」は見
聞きしたことがあり、「線状降水帯」について解
説する情報であることを理解している」と回答。

46.1%

33.1%

20.9%
「顕著な大雨に関する情報」は見聞きしたこ
とがあり、「線状降水帯」について解説する情
報であることを理解している

「顕著な大雨に関する情報」は見聞きしたこ
とがあり、「線状降水帯」について解説する情
報であることまでは知らない、分からない

「顕著な大雨に関する情報」は見聞きしたこ
とがない

６割強が、「見聞きしたことがあり、理解してい
る」と回答。

62.9%
22.8%

14.3%
見聞きしたことがあり、理解している

見聞きしたことがあるが、何を意味するかは分
からない

見聞きしたことがない

n=2000 n=2000

※ 顕著な大雨に関する情報に関するアンケート調査
実施期間：令和４年１月
調査対象：顕著な大雨に関する情報が発表された沖縄県・島根県・鳥取県・鹿児島県・福岡県・熊本県・広島県・佐賀県・長崎県・徳島県の住民（計2000名）
調査方法：Web
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「顕著な大雨に関する情報」から伝わる危機感

「顕著な大雨に関する情報」が自分が住む地域に発表されたと認識している住民のほとんどが、この情報
により大雨災害が発生するという危機感が高まった。

気象庁 「住民向けアンケート調査」
「顕著な大雨に関する情報」により、大雨災害が発生す
る危機感は高まりましたか。

「顕著な大雨に関する情報」が令和3年にお住いの
地域に発表されましたか。

６割弱が「危機感が高まった」、４割弱が「やや
危機感が高まったと回答。

41.8%

27.6%

30.6%

発表された

発表されていない

おぼえていない

顕著な大雨に関する情報の入手手段
テレビ：86.2％
スマートフォンのアプリ：41.1％
気象庁ホームページ：23.8％
ラジオ：11.5％
気象庁以外のホームページ：10.4％

「発表された」
と回答した人
（★）への
質問

56.0%37.8%

5.4%
0.8% 危機感が高まった

やや危機感が高まった

あまり危機感は高まらなかった

危機感は高まらなかった

n=1583 n=661

顕著な大雨に関する情報を少なくとも「見聞きしたことがある」（79.1%）
と回答した方に質問。

※ 顕著な大雨に関する情報に関するアンケート調査
実施期間：令和４年１月
調査対象：顕著な大雨に関する情報が発表された沖縄県・島根県・鳥取県・鹿児島県・福岡県・熊本県・広島県・佐賀県・長崎県・徳島県の住民（計2000名）
調査方法：Web

★
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線状降水帯に関する情報への期待

線状降水帯に関する情報について、「対象となる地域を具体的に示してほしい」「とるべき行動を示してほし
い」といった住民のニーズがある。

気象庁 「住民向けアンケート調査」
線状降水帯に関する情報への要望はありますか。（複数選択可）

17.2 

0.6 

25.7 

33.5 

40.8 

58.1 

0 20 40 60 80 100

特にない

その他

もっと早いタイミングで出してほしい

どのような災害が発生するのか示してほしい

とるべき行動を示してほしい

対象となる地域を具体的に示してほしい

６割弱が「対象となる地
域を具体的に示してほし
い」、約４割が「とるべき
行動を示してほしい」と
回答。

n=2000

※ 顕著な大雨に関する情報に関するアンケート調査
実施期間：令和４年１月
調査対象：顕著な大雨に関する情報が発表された沖縄県・島根県・鳥取県・鹿児島県・福岡県・熊本県・広島県・佐賀県・長崎県・徳島県の住民（計2000名）
調査方法：Web

（％）
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「顕著な大雨に関する情報」から伝わる危機感

「顕著な大雨に関する情報」が自市町村を含む地域に発表されたと認識している市町村の多くは、この
情報により大雨災害が発生するという危機感が高まった。

気象庁 「自治体向けアンケート調査」

「顕著な大雨に関する情報」により危機感は高まりましたか。

n=120

７割以上の市町村が、５段階のうち、「５（高まった）」
又は「４」と回答。

※ 自治体アンケート調査
実施期間：令和３年12月～令和４年１月（１月19日集計分）
調査対象：「顕著な大雨に関する情報」が、自市町村が所属する地域に発表されたことを「知っている」と回答した120市町村
調査方法：Web

42.5%

30.8%

15.8%

6.7%
4.2% 5（高まった）

4
3
2
１（高まらなかった）
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43.3%

41.7%

11.7%

3.3% 役に立った

どちらかというと、役に立った

どちらかというと、役に立たなかった

役に立たなかった

「顕著な大雨に関する情報」の活用
「顕著な大雨に関する情報」が発表された地域において、多くの市町村では、防災体制の強化の判断に
活用していた。

気象庁 「自治体向けアンケート調査」

どのように役立ちましたか。具体的な内容を
お聞かせください。（複数選択可）

「顕著な大雨に関する情報」は貴市町村の防災対応
に役に立ちましたか。

特に多かったのは「防災体制の強化の判断に
活用した」（63市町村）。

約４割が「役に立った」、約４割が「どちらかとい
うと、役に立った」と回答。

n=120 n=102

「役に立った」
「どちらかというと、
役に立った」と
回答した市町
村（★）への
質問

※ 自治体アンケート調査
実施期間：令和３年12月～令和４年１月（１月19日集計分）
調査対象：「顕著な大雨に関する情報」が、自市町村が所属する地域に発表されたことを「知っている」と回答した120市町村
調査方法：Web

★

10

26

31

63

37

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

庁内に情報共有した

すでにとられている対応が適切か再確認した

防災体制の強化の判断に活用した

避難情報を発令する判断に活用した
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線状降水帯に関する情報への期待
線状降水帯に関する情報について、「もっと地域を絞り込んで出してほしい」「もっと早いタイミングで出してほ
しい」といった市町村のニーズがある。

気象庁 「自治体アンケート調査」
線状降水帯に関する情報への要望はありますか。（複数選択可）

n=960

特に多かったのは「もっと地域を
絞 り 込 ん で 出 し て ほ し い 」
（349市町村）、「もっと早い
タイミングで出してほしい」
（326市町村）。

※ 自治体アンケート調査
実施期間：令和３年12月～令和４年１月（１月19日集計分）
調査対象：全国の市町村（計960市町村）
調査方法：Web

（参考）
「顕著な大雨に関する情報」が防災対応に役に立たなかった理由として、以下の御意見もいただいている。
• 既に大雨特別警報が発表されていたため、警戒レベルを最大限に引き上げていたため。
• 今まさに大雨が降っており、災害発生の可能性が高まっているタイミングでこの情報を出されても意味がない。

2.5 

34.0 

21.8 

28.4 

36.4 

0 20 40 60 80 100

その他

もっと早いタイミングで出してほしい

どのような災害が発生するのか教えてほしい

とるべき行動も呼びかけてほしい

もっと地域を絞り込んで出してほしい

（％）
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線状降水帯の予測精度向上等に向けた取組の強化・加速化

線状降水帯の予測精度向上を前倒しで推進し、予測精度向上を踏まえた情報の提供を早期に実現するため、水蒸気観
測等の強化、気象庁スーパーコンピュータの強化や「富岳」を活用した予測技術の開発等を早急に進める。

順次反映

「明るいうちから早めの避難」 ･･･ 段階的に対象地域を狭めていく

「迫りくる危険から直ちに避難」 ･･･ 段階的に予測時間を延ばしていく
※具体的な情報発信のあり方や避難計画等への活用方法について、情報の精度を踏まえつつ有識者等の意見を踏まえ検討

• 高度化した局地アンサンブル予報等の数値予報モデルによる予測精度
向上等を早期に実現するためのスーパーコンピュータシステムの整備

• 線状降水帯の機構解明のための、梅雨期の集中観測、関連実験設備（風洞）の強化
• 「富岳」を活用した予測技術開発

• 陸上観測の強化
• 気象衛星観測の強化
• 局地的大雨の監視の強化
• 洋上観測の強化 次期ひまわり

（令和10年度めどに打上げ）

気象レーダー

海洋気象観測船ラジオゾンデ
（水素ガス浮揚）

高層気象観測装置マイクロ波放射計 アメダス(湿度計追加)

線状降水帯の雨域
を楕円で表示

情報の改善

令和３(2021)年
線状降水帯の発生を

お知らせする情報
(6/17提供開始)

予測の強化

観測の強化

スーパーコンピュータ「富岳」
気象庁スーパー

コンピュータシステム

令和４(2022)年～
広域で半日前

から予測
九州北部では、△日未明
から明け方にかけて線状
降水帯が発生し、大雨と
なるおそれがあります。

イメージ

※令和3年度補正予算の概要から抜粋・整形

令和５(2023)年～
（新たな取組み）

直前に予測
（30分前を目標）

熊本県では、△日未明か
ら明け方にかけて線状降
水帯が発生し、大雨とな
るおそれがあります。

令和６(2024)年～
（１年前倒し）
県単位で半日前

から予測 イメージ

令和８(2026)年～
（新たな取組み）
さらに前から予測

(2～3時間前を目標)

令和11(2029)年～
（１年前倒し）

市町村単位で危険度の把握が
可能な危険度分布形式の情

報を半日前から提供
イメージ
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キキクル（危険度分布）の改善
令和３年提言 改善策（４）



洪水に関する危険度情報の一体的発信
大河川では、河道や水位情報が充実。国管理河川においては、きめ細かな越水・溢水リスクを伝える
「国管理河川の洪水の危険度分布」（水害リスクライン）を令和２年から運用開始。
中小河川では、水位情報などがないため、地形情報や気象情報（雨量予測）をもとに中小河川の
洪水危険度を伝える「洪水警報の危険度分布」（洪水キキクル）を運用中。
自治体、住民がリアルタイムに必要なリスク情報を把握するため、それぞれの危険度をワンストップで容易に
確認できるよう、令和４年度の運用開始を目標に整備。

地域の危険度を
一元的に確認できるよう

気象庁ホームページ画面上
で一体的に表示

※開発中の画面イメージ

14
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キキクル（危険度分布）の課題

令和３年５月に災害対策基本法が改正され、避難情報が変更となったが、
① 警戒レベルのカラーコードとキキクル（危険度分布）のカラーコードが一致していない。
② 大雨特別警報は、市町村単位で発表されるが、市町村は警戒レベル５緊急安全確保の発令対象

区域の判断が困難。

大雨・洪水警報 土砂災害警戒情報
警戒レベル３相当 警戒レベル４相当

キキクル：
警戒

キキクル：
非常に危険

危険度分布：※1

極めて危険（土砂災害）

警戒レベル５相当

キキクル：
極めて危険

大雨特別警報

高齢者等避難 避難指示
警戒レベル３ 警戒レベル４ 警戒レベル５

緊急安全確保

危険度分布：
警戒

大雨・洪水警報の危険度分布について今後技術的な改善を進め、警戒レベル５に相当する危険度分布「黒」を新設するまでの間、危
険度分布の「極めて危険（濃い紫）」を、大雨特別警報が発表された際の警戒レベル５緊急安全確保の発令対象区域の絞り込み
に活用する。（「避難情報に関するガイドライン」（内閣府））

※ 大雨特別警報（土砂災害）は、土砂キキクルの技術を活用した1kmメッシュ毎
の基準値は設定済みだが、大雨特別警報（浸水害）については、まだキキクル
の技術を活用した1kmメッシュ毎の基準値は未設定。

※ 大雨特別警報（土砂災害）は、土砂キキクルの技術を活用した1kmメッシュ毎
の基準値は設定済みだが、大雨特別警報（浸水害）については、まだキキクル
の技術を活用した1kmメッシュ毎の基準値は未設定。

②キキクル「黒」が無く、市町村は警戒レベル５緊急安全
確保の発令対象区域の判断が困難。

①警戒レベルのカラーコード
と一致していない。

警戒
レベル

警戒
レベル
相当
情報



16

キキクル（危険度分布）の改善（案）

現
状

改
善
後

土砂キキクル

今後の情報等に留意

極めて危険
非常に危険【警戒レベル４相当】
警戒 【警戒レベル３相当】
注意 【警戒レベル２相当】

大雨特別警報の基準値への到達を示す「災害切迫」（黒）を警戒レベル５相当として新設するとともに、これまでの「非常
に危険」（うす紫）と「極めて危険」（濃い紫）を統合し、警戒レベル４相当の「危険」（紫）に一本化する。
これにより、警戒レベルとの齟齬を解消し、警戒レベル相当情報としてより分かりやすく危険度を伝える。（令和４年６月）

浸水キキクル

今後の情報等に留意

極めて危険
非常に危険
警戒
注意

洪水キキクル 極めて危険
非常に危険【警戒レベル４相当】
警戒 【警戒レベル３相当】
注意 【警戒レベル２相当】
今後の情報等に留意

キキクル通知
サービス

極めて危険 【災害発生のおそれ】
非常に危険【警戒レベル４相当】
警戒 【警戒レベル３相当】
注意 【警戒レベル２相当】
今後の情報等に留意

土砂キキクル

今後の情報等に留意

災害切迫 【警戒レベル５相当】
危険 【警戒レベル４相当】
警戒 【警戒レベル３相当】
注意 【警戒レベル２相当】

浸水キキクル

今後の情報等に留意

災害切迫 【警戒レベル５相当】
危険
警戒
注意

洪水キキクル 災害切迫 【警戒レベル５相当】
危険 【警戒レベル４相当】
警戒 【警戒レベル３相当】
注意 【警戒レベル２相当】
今後の情報等に留意

キキクル通知
サービス

災害切迫 【警戒レベル５相当】
危険 【警戒レベル４相当】
警戒 【警戒レベル３相当】
注意 【警戒レベル２相当】
今後の情報等に留意

※ 指定河川洪水予報や特別警報・警報・注意報の扱いに変更はない。
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大雨特別警報の改善
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大雨特別警報の位置づけ・役割、認知度・理解度の現状

● 位置づけ
大雨特別警報は、避難指示に相当する気象状況の次元をはるかに超えるような現象をターゲット

に発表するもの。発表時には何らかの災害がすでに発生している可能性が極めて高い。
● 役割
（１）土砂災害警戒区域や浸水想定区域など、災害の危険性が認められている場所からまだ避難

できていない住民が直ちに命を守る行動を徹底
（２）災害が起きないと思われているような場所においても災害の危険度が高まる異常事態であること

の呼びかけ。
（３）速やかに対策を講じないと極めて甚大な被害が生じかねないとの危機感を防災関係者や

住民等と共有することによる、被害拡大の防止や広域の防災支援活動の強化。
「防災気象情報の伝え方に関する検討会」報告書（平成31年3月29日）より

平成31年提言 改善策（４）

気象庁 「住民向けアンケート調査」
大雨特別警報は、土砂災害警戒区域や
浸水想定区域などで、土砂崩れや浸水など
の何らかの災害がすでに発生している
可能性が極めて高い状況において発表
される情報です。あなたはこのことをご存知
ですか。

15.2%

71.5%

13.3% 表現や意味まで詳細に理解している

表現や意味までは詳細に理解していないが、
避難の必要性を訴える情報であることは理
解している

よく分からない

n=1813

※ 防災気象情報に関するアンケート調査
実施期間：令和４年１月
調査対象：全国の住民（計2000名）
調査方法：Web ※ 「大雨特別警報」を見聞きしたことが

ない人は回答の対象外。
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現行の大雨特別警報（浸水害）の課題

以下の①又は②を満たすと予想され、かつ、さらに雨が降り続くと予想される地域の中で、洪水キキクル又は浸水キキクルで５段階のうち最大の
危険度が出現している市町村等に発表。

① 長時間指標
48時間降水量及び土壌雨量指数において、50年に一度の値以上となった5km格子が、ともに50格子以上まとまって出現。
② 短時間指標
3時間降水量及び土壌雨量指数において、50年に一度の値以上となった5km格子が、ともに10格子以上まとまって出現。

（ただし、3時間降水量については、150mm以上となった格子のみをカウント対象とする）

大雨特別警報の指標を見直し、適中率の改善を図る必要がある。

＜課題＞
大雨特別警報（浸水害）を発表したが多大な被害までは生じなかった事例が多くみられる（以下は具体例） 。
・平成26年8月の三重県の大雨特別警報（浸水害）
・平成26年9月の北海道の大雨特別警報（浸水害）
・平成29年7月の島根県の大雨特別警報（浸水害）

○防災気象情報の伝え方に関する検討会報告書・委員からの意見
・何らかの災害がすでに発生しているという警戒レベル５相当の状況に一層適合させるよう、災害発生との
結びつきが強い「指数」を用いて大雨特別警報の新たな基準値を設定し、大雨特別警報の精度を改善する
取組を推進。（令和元年度報告書）
・特別警報は出にくくすべきで、空振りをおそれてほしい。（第８回）

（参考）現行の大雨特別警報（浸水害）の発表条件
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新たな大雨特別警報（浸水害）の指標、基準値設定の考え方

「防災気象情報の伝え方に関する検討会」の令和元年度報告書（令和2年3月31日）において、
新たな基準値は「大規模な床上浸水等を引き起こす水害」を基に設定するとの方向性

大雨特別警報（浸水害）の基準値設定に用いる災害

特別警報の
指標に用いる
基準値

大規模な浸水害を高い確度で適中させるよう指標、基準値を設定

中小河川氾濫に起因する大規模な浸水害を適中
させるように流域雨量指数の指標、基準値を設定

内水氾濫に起因する大規模な浸水害を適中させる
ように表面雨量指数の指標、基準値を設定

基準値以上となる１km四方の格子が一定数以上まとまって出現する状況

大雨特別警報（浸水害）の新たな発表条件（案）

洪水キキクル「災害切迫」（黒）の判定に用いる。 浸水キキクル「災害切迫」（黒）の判定に用いる。

「50年に一度の値」に代わる指標として検討

令和２年提言 改善策（３）
大雨特別警報（土砂災害）

新たな指標
（指数）

長時間指標
（48時間雨量＋指数）

短時間指標
（3時間雨量＋指数）

大雨特別警報（浸水害）

新たな指標
（指数）

長時間指標
（48時間雨量＋指数）

短時間指標
（3時間雨量＋指数）

令和4年6月全国運用開始予定令和3年6月全国運用開始済

令和2年7月全国運用開始済
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その他の改善の取組
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伝え方

Before（令和３年５月まで）

令和３年６月から、すべての国管理の洪水予報河川で、洪水予報の発表の際に６時間先までの予
測水位の提供を開始。※国土交通省のウェブサイト（「川の防災情報」）を通じて一般にも広く配信。

これにより、市区町村長の高齢者等避難発令の目安となる氾濫警戒情報の発表を前倒し。

洪水予報では、3時間先までの
予測水位を提供
国管理の洪水予報河川では、洪水予報の発表の際
に、３時間先までの予測水位を提供してきた。

令和３年の出水期から、すべての国管理の洪水予報河
川で、水位予測に観測水位を同化させ精度の向上を図っ
た予測モデルに基づき、６時間先までの予測水位を提
供。

洪水予報で6時間先までの
予測水位を提供

After（令和３年６月から）

３時間先までの予測水位の提供（イメージ）

３時間後までの予測では、氾濫危険水位の
超過が見通せないケース。

氾濫警戒情報【警戒レベル３相当】の発表を早めることで、
高齢者等の避難のリードタイムをさらに確保！

６時間先までの予測水位の提供（イメージ）

洪水予報に活用する洪水予測の長時間化
～国による洪水予報で６時間先までの予測水位を提供～



23

長官会見で決定した愛称を発表
周知ポスター

気象庁ホームページ

「危険度分布」の認知度を向上させ、いざというときの自主的な避難の判断に活用していただけるよう
愛称を公募し、令和3年3月17日に愛称が「キキクル」に決定したことを発表。

「危険度分布」の愛称が「キキクル」に決定 伝え方

令和２年提言 改善策（４）
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水管理・国土保全局と気象庁による合同記者会見の充実

○ 令和２年台風第10号
特別警報級の勢力まで発達する見込みの台風に対し最大級の

警戒を促すため、上陸前から合同会見を実施。
記者会見では、台風に伴う大雨による流域平均雨量の見通しが

河川の能力を上回る規模であることを示しながら暴風が来る前に早
めに避難するよう呼びかけ。
東京では水管理・国土保全局と気象庁が、九州等の各地方ブ

ロックでは関係機関が合同記者会見を実施。

9月4日会見

○ 令和３年８月の長雨
大雨特別警報の発表時にも、その旨を伝えるとともに、

土砂災害や河川への警戒について合同で警戒を促し、
広域で長びく大雨への危機感を呼びかけ。

8月14日会見

9月5日会見

伝え方

令和２年提言 改善策（１）
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令和３年度の大雨特別警報発表時の記者会見冒頭スライド

（参考）
令和２年度の大雨特別警報発表時の記者会見冒頭スライド→

文字の量を減らし、図を追加
することで、「伝わる」資料に。

記者会見資料の改善 伝え方

平成31年提言 改善策（１）
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効果的なタイミングで災害の解説を一層強化 ～令和３年８月の大雨の例～

大雨によってどのような災害が想定されるのかがより伝わるよう、社会の関心が高まっているタイミングで
しっかりと解説。

伝え方

令和３年提言 改善策（２）
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多様な主体と連携したマイ・タイムラインの取組 伝え方

平成31年提言 改善策（１）

≪住民に向けたマイ・タイムライン講習会≫

住民参加型の取組により、
・住民の「水防災意識の高揚」
・「水防災知識の向上」
・「地域の絆の強化」 に寄与

≪かんたん検討ガイド（R2.6公開）≫

≪多様な主体との連携≫

日本防災士機構・日本防災士会と
連携した研修会（R2.10.17）

気象キャスターを対象とした研修会
（R2.6.27）

消防団を対象とした講習会
（R3.2.21 山形県酒田市）

マイ・タイムラインは、河川水位が上昇する時に、「いつ」・「何をするのか」をあらかじめ時系列で整理した
自分自身の防災行動計画であり、住民一人ひとりが、地域の水害リスクを認識し、避難に必要な
情報・判断・行動を把握することにより、避難の実効性を高めることが期待できる取組。
国土交通省では、自治体への支援策として、要点や実施方法などを「かんたん検討ガイド」等として
取りまとめたほか、更なる普及・啓発に向けて、気象キャスターネットワークや日本防災士機構・日本防災士会、
及び消防団等、あらゆる主体と連携し、地域におけるワークショップ講師・補助としてのスキル習得を目的とした
研修会を開催する。

デジタル・マイ・タイムラインに
関するワークショップ
（R3.11.21 茨城県常総市）
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〇 気象防災ワークショップとは
防災気象情報を活用して、避難情
報の発令など、災害発生時の市町
村の防災対応を疑似体験する
（グループワーク形式）。

〇 期待される成果
防災気象情報の種類や内容の基本
を理解する。
防災気象情報の意図を即時に読み
解き、避難情報の発令に必要な検
討・判断や、危険地域の住民等への
避難情報の伝達等が迅速に行える
ようになる。

〇 今後の取組
市町村防災担当者に加え、災害時
の自助・共助に重要な役割を果たす
地域防災リーダーも参加対象とする。
コロナ禍等に対応したオンライン形式
のワークショップの実施を促進する。

気象台職員より
内閣府「避難情報に関する
ガイドライン」に基づく解説

気象台職員から
各種防災気象情報の状況付与

自治体職員等が
災害対応を疑似体験

気象防災ワークショップ 実施イメージ

防災気象情報の
理解・活用（読み解き）

「避難情報に関する
ガイドライン」を、

気象状況などに当てはめて
具体的に考えることによる

より深い理解

様々な立場からの参加者間
での議論による、

相互理解の醸成と、新たな気づき

災害対応グループワーク

市町村職員、消防団員等が自治体の防災対応を実践的に学習できる訓練プログラム、
「気象防災ワークショッププログラム」の活用を一層促進するとともに改良を進める。

自治体で防災業務に従事する職員に対する気象防災ワークショップ 伝え方

平成31年提言 改善策（１）
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気象防災アドバイザー制度 伝え方

平成31年提言 改善策（１）


